
河南町日中一時支援事業実施要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、河南町地域生活支援事業実施要綱（平成１８年河南町告示第１

１４号。以下「地域生活支援要綱」という。）第２条第１１号に規定する任意事業

として日中一時支援事業（以下「事業」という。）を実施することにより、障がい

者及び障がい児（以下「障がい者等」という。）の家族の就労支援及び日常的に介

護している家族の一時的な負担の軽減を図ることを目的とする。 

（対象者） 

第２条 事業の対象者は、本町に居住し、かつ、日中において一時的に見守り等の支

援が必要と認める次の各号のいずれかに該当する障がい者等とする。 

（１） 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項に規定す

る身体障害者手帳を有する者 

（２） 知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）及び大阪府療育手帳に関す

る規則（平成１２年大阪府規則第４２号）に基づく療育手帳を有する者 

（３）精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第

４５条第１項に規定する精神障害者保健福祉手帳を有する者 

（４） 前３号に掲げる障がい者等と同等の障がいを有する者で、町長が必要と認

める者 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、事業を利用でき

ない。 

（１） 介護保険法（平成９年法律第１２３号）による類似のサービスを利用でき

る者。 

（２） その他町長が適当でないと認める者 

（事業内容） 

第３条 事業の内容は、日中において障がい者等に活動の場を提供し、社会に適応す

るための日常的な訓練を行うことその他町長が必要と認める事業とする。 

（実施方法） 

第４条 事業は、地域生活支援要綱第３条の規定に基づき、事業の運営を適正に行う

ことができると認められる社会福祉法人等（以下「事業者」という。）が実施し、

町長が事業に要する費用の全部又は一部（以下「給付費」という。）を給付する方



法により実施する。 

（支給申請） 

第５条 事業を利用しようとする者（以下「申請者」という。）は、地域生活支援事業

支給変更申請書（様式第１号。以下「申請書」という。）に申請者の属する世帯の

申請書の提出があった月の属する年度分（申請書の提出があった月の属する月が４

月から６月までの申請にあっては、前年度分）の町民税の課税状況を証する書面を

添えて、町長に提出しなければならない。 

（聴き取りの実施） 

第６条 町長は、申請者に対し事業の支給決定を行うため、必要に応じて聴き取りを

実施するものとする。 

（支給決定等） 

第７条 町長は、申請書の提出があったときは、速やかに支給の可否を決定し、申請

者に対し、地域生活支援事業支給決定通知書兼利用者負担額減額・免除等決定通知

書（様式第２号）又は地域生活支援事業不支給決定通知書（様式第３号）により通

知するものとする。 

（受給者証の交付） 

第８条 町長は、事業の支給決定を行ったときは、地域生活支援事業に係る受給者証

(様式第４号。以下「受給者証」という。)を交付するものとする。 

（利用方法） 

第９条 第７条の規定により支給決定を受けた者（以下「利用者」という。）は、受給

者証を事業者に提示し、事業者と利用契約を締結して事業を利用するものとする。 

（受給者証の再交付） 

第１０条 受給者証の再交付申請は、地域生活支援受給者証再交付申請書（様式第５

号）により行うものとする。 

（支給の取消し） 

第１１条 町長は、利用者が次の各号のいずれかに該当するときは、支給の決定を取

り消すことができる。 

（１） 障がい者等が支援を受ける必要がなくなったとき。 

（２） 障がい者等が本町以外の市町村に居住地を有するに至ったとき。 

（３） 虚偽の申請その他不正な手段により支給決定を受けたとき。 

（４） 前３号に掲げるもののほか、町長が利用の状況が不適当と認めたとき。 



（事業費及び給付額） 

第１２条 事業に要する費用（以下「事業費」という。）は、厚生労働省が定める短期

入所の報酬基準単価（平成１８年厚生労働省告示第５２３号）に次に定める利用時

間区分率及び地域区分率を乗じて得た金額とする。 

利用時間区分率 

時間区分 ４時間未満 ４時間以上８時間未満 ８時間以上 

算定割合 ０．２５ ０．５０ ０．７５ 

地域区分率（事業所の所在地の地域区分による。） 

特別区 特甲地１ 特甲地２ 特甲地３ 甲地 乙地 丙地 

1.108 1.090 1.072 1.060 1.036 1.018 1.000 

２ 利用者は、前項に規定する事業費の１割を事業者に対して利用者負担額として支

払うものとする。ただし、負担上限月額は、次に定めるとおりとする。 

区分 生活保護世帯 町民税非課税世帯 町民税課税世帯 

負担上限月額 ０円 ０円 ９００円 

３ 利用者が事業者から事業の提供を受けたときは、町長は、給付費として利用者に

給付すべき額の限度において、事業者に支払うことができる。 

４ 前項の規定による支払いがあったときは、利用者に対し、給付費の支給があった

ものとみなす。 

（給付費の請求） 

第１３条 事業者は、事業に要した給付費について、事業を提供した月の翌月の１０

日までに地域生活支援事業請求書（様式第６号）に必要な書類を添付して町長に請

求するものとする。 

２ 町長は、前項の請求内容を審査し、適正な事業の実施であると認めたときは、請

求月の翌月の末日（休日の場合はその前日）までに事業者に給付費を支払うものと

する。 

（委任） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、事業の実施に関し必要な事項は、町長が別

に定めるものとする。 

附 則 

この要綱は、公布の日から施行し、平成１８年１０月１日から適用する。 

附 則 



この要綱は、公布の日から施行し、平成２２年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、平成２４年４月１６日から施行し、平成２４年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、平成２５年７月１日から施行し、改正後の第１条の規定は平成２５年

４月１日から適用する。 

 


